
2018 年 5 月 8 日 

貿易記者会御中 

住友商事株式会社 

 

2018 年 3 月期決算に関するご回答 

 

貴会よりご質問の事項につき、下記の通り回答致します。 

 

記 

 

I. 共通質問事項 

① ドル/円想定レート及び連結純利益への感応度 

（単位：円） 2018 年 3 月期（実績）  2019 年 3 月期（予想） 

 ドル/円レート 110.85 110.00 

    連結純利益への感応度：1円/US$の円安（円高）で、約 11 億円の増益（減益） 

 

② 2018 年 3 月期の投融資実績 

・国内外再生可能エネルギー発電事業  約 350 億円 

・米国ジェネリック製薬事業への参画  約 240 億円 

・ブラジル水事業への参画   約 230 億円 

・ミャンマー通信事業への追加投資  約 180 億円 

・SCSK 設備投資等    約 150 億円 

 

③ 主な黒字会社、主な赤字会社 

別紙ご参照：連結業績に与える影響が大きい会社の決算概要 

 

④ 連結純利益に占める資源事業と非資源事業の割合      

（単位：億円） 2017 年 3 月期 2018 年 3 月期 

資源事業 *1     △ 227       600（19％） 

非資源事業 *2       1,936      2,485（81％） 

全社       1,709 3,085 

   * 2017 年 3 月期は資源事業の連結純損益がマイナスのため、金額のみ記載しております。     

 *1 海外ｾｸﾞﾒﾝﾄにおける資源事業の業績を含めて簡便的に算出したｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾍﾞｰｽ(参考値)。 

     *2 全社連結純損益と資源事業の差引。 

 

II. 追加質問事項 

① 原油・ガス持分生産量（実績） 

（単位：百万 bbl／年） 2017 年 3 月期 2018 年 3 月期 

持分生産量 2.9 2.6 

 

以 上 



Ⅰ．共通質問事項

　 ③主な黒字会社、主な赤字会社 

　　　連結業績に与える影響が大きい会社の決算概要

【 ｾｸﾞﾒﾝﾄ別（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾍﾞｰｽ） 】 単位:億円（億円未満四捨五入）

前期 当期 予想

＜新組織＞(注2) (2016年度) (2017年度) (2018年度)

＜金属＞

ﾏﾚｰｼｱｱﾙﾐﾆｳﾑ製錬事業会社 20.00 % ﾏﾚｰｼｱにおけるｱﾙﾐﾆｳﾑ製錬事業 21 32 20

住商ﾒﾀﾚｯｸｽ 100.00 % 非鉄金属製品、建材、住設配管資材等の販売 9 8 14

EDGEN GROUP (注3) 100.00 % ｴﾈﾙｷﾞｰ産業向け鋼管・鋼材のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ △ 58 2 10

ERYNGIUM 100.00 %
油井機器用金属部品の在庫･加工を含むｻﾌﾟﾗｲ･ﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽを行う
HOWCO groupの持株会社 △ 17 △ 21 △ 1

＜輸送機･建機＞

三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽ 40.00 % 総合ﾘｰｽ 281 348 236

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ自動車金融事業会社 - ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける自動車(二輪・四輪)ﾌｧｲﾅﾝｽ事業 26 45 54

住友三井ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ 46.00 % 自動車及び自動車関連商品のﾘｰｽ事業 48 38 44

TBC (注4) 100.00 % 米国におけるﾀｲﾔ卸･小売事業 2 21 -

住商機電貿易 100.00 % 自動車・建機・機械･電機等の貿易取引 14 19 8

BANK TABUNGAN PENSIUNAN NASIONAL (注3,4) 20.33 % ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ商業銀行への投資 29 △ 130 -

＜環境・ｲﾝﾌﾗ＞

住商ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ ＜ｲﾝﾌﾗ＞ 100.00 % 総合物流ｻｰﾋﾞｽ業 18 26 23

SUMMIT SOUTHERN CROSS POWER HOLDINGS ＜ｲﾝﾌﾗ＞ 100.00 % 豪州における発電事業の開発・権益保有・運営 15 20 9

＜ﾒﾃﾞｨｱ･生活関連＞

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ ＜ﾒﾃﾞｨｱ･ICT＞ 50.00 % CATV局の統括運営 349 356 340

SCSK ＜ﾒﾃﾞｨｱ･ICT＞ 50.76 % ｼｽﾃﾑ開発、ITｲﾝﾌﾗ構築、ITﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、BPO、ITﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄ販売 121 226 125

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｼｮｯﾌﾟﾁｬﾝﾈﾙ ＜ﾒﾃﾞｨｱ･ICT＞ 45.00 % ﾃﾚﾋﾞ通販事業 85 88 83

ｻﾐｯﾄ ＜生活･不動産＞ 100.00 % ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ 36 47 44

ﾃｨｰｶﾞｲｱ ＜ﾒﾃﾞｨｱ･ICT＞ 41.89 % 移動体通信回線・端末の販売及び通信回線の販売 42 42 43

住商ﾌｰｽﾞ ＜生活･不動産＞ 100.00 % 食品・食材の開発・輸入・国内販売、加工 14 28 26

ﾄﾓｽﾞ ＜生活･不動産＞ 100.00 % 調剤併設型ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱﾁｪｰﾝ 13 16 17

SUMMIT FORESTS NEW ZEALAND ＜生活･不動産＞ 100.00 % 森林資産の保有、ﾌｧｲﾅﾝｽ、原木伐採、販売、植育林 8 11 11

住商ｾﾒﾝﾄ ＜生活･不動産＞ 100.00 % ｾﾒﾝﾄ・生ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品の販売 9 10 10

住商ﾘｱﾙﾃｨ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ＜生活･不動産＞ 100.00 % 不動産のｱｾｯﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務 7 8 10

Fyffes ＜生活･不動産＞ 100.00 % 欧州並びに米州での青果物生産及び卸売業 - 1 22

豪州穀物事業会社 ＜生活･不動産＞ 100.00 % 穀物集荷･販売および内陸ｻｲﾛ･港湾ﾀｰﾐﾅﾙ保有･運営事業への投資 △ 3 1 2

Sumifru Singapore (注5) ＜生活･不動産＞ 49.00 % 生鮮青果物の生産・販売 △ 8 △ 16 7

＜資源･化学品＞

ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛事業会社 100.00 % ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛鉱山操業会社及び精鉱販売会社への投資 11 278 188

ORESTEEL INVESTMENTS 49.00 % 南ｱﾌﾘｶにおける鉄鋼原料資源会社への投資 63 154 145

豪州石炭事業会社 - 豪州における石炭事業への投資 127 101 137

SC MINERALS AMERICA 100.00 % 米国･ﾓﾚﾝｼｰ銅鉱山/ﾎﾟｺﾞ金鉱山、ﾁﾘ･ﾗｶﾝﾃﾞﾗﾘｱ銅鉱山への投資 29 44 49

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ鉄鉱石事業会社 - ﾌﾞﾗｼﾞﾙにおける鉄鉱石事業 16 37 14

ｽﾐﾄﾛﾆｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ (注6) - EMS事業(電子機器の受託生産ｻｰﾋﾞｽ)及び電子材料の貿易取引 30 31 39

住友商事ｹﾐｶﾙ 100.00 % 合成樹脂･化成品の国内･貿易取引 19 26 31

ｴﾙｴﾇｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 50.00 % LNG(液化天然ｶﾞｽ)事業及び関連投融資 17 23 23

SMM CERRO VERDE NETHERLANDS 20.00 % ﾍﾟﾙｰ銅鉱山への投資 14 15 28

北海油田事業権益保有会社 - 英領･ﾉﾙｳｪｰ領北海における石油･天然ｶﾞｽの開発･生産･販売 19 9 14

PACIFIC SUMMIT ENERGY (注4) 100.00 % 米国における天然ｶﾞｽ及び電力ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 11 4 -

SUMMIT RURAL WA 100.00 % 西豪州における肥料輸入販売 8 4 5

米国ｼｪｰﾙｶﾞｽ事業会社 100.00 % 米国における天然ｶﾞｽの探鉱・開発・生産・販売及び投融資 △ 13 2 △ 1

ﾁﾘ銅・ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鉱山事業会社 (注3) - ﾁﾘSierra Gorda銅鉱山における鉱山ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ運営会社への投融資 △ 383 △ 8 △ 11

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙﾆｯｹﾙ事業会社 (注3) - ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙAmbatovyﾆｯｹﾙ鉱山開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの投融資 △ 174 △ 141 △ 98

(注2)　  2018年4月1日付で、事業部門の括りを事業分野や機能の面から戦略的に見直し、従来の5事業部門から6事業部門に再編しており、再編後の属する事業部門を記載しております。

(注4)    2018年度の業績予想については公表を差し控えさせて頂きます。

(注1）　 記載会社の持分比率及び持分損益は、他ｾｸﾞﾒﾝﾄ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾍﾞｰｽ）の持分を含めた全社合計の比率及び金額を表示しております。

(注3)    当期実績には、減損損失の影響がBANK TABUNGAN PENSIUNAN NASIONAL△151億円含まれております。
           前期実績には、減損損失の影響がEDGEN GROUP △25億円、ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙﾆｯｹﾙ事業会社 △48億円、ﾁﾘ銅・ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鉱山事業会社 △336億円含まれております。

(注5)    2016年度第4四半期より、従来の「ﾊﾞﾅﾅ事業会社」より「Sumifru Singapore」に記載名称を変更しております。

(注6)    第1四半期より、従来の同社にSumitronics Taiwan Co., Ltd の持分損益を含めた金額を記載しております。尚、前期も同様としております。

会　社　名
持分比率

(2018年3月末) 事　業　内　容

持分損益

別紙


